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１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性

事業原簿 Ⅰ－1～10

公開
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事業の目的
鉄鋼業は我が国産業部門全体のＣＯ２排出の約４３％、我が国

全体でも１５％を占有。鉄鋼業が排出するＣＯ２の約７割は高炉を
用いた製鉄プロセスで発生

コークスの一部代替として水素で鉄鉱石を還元するとともに、
高炉ガスからCO2を分離・回収する技術を開発する

社会的背景

地球温暖化対策は喫緊の世界的、国家的課題

抜本的ＣＯ２排出抑制、省エネ技術の必要性



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性 公開
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産業・エネルギー転換部門29業種中
主要7業種で2006年度の約9割を排出。

事業原簿 Ⅰ－5

92.3%



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性 公開
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１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性 公開
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鉄鋼業における省エネルギー実施状況

事業原簿 Ⅰ－6



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性 公開

7／35事業原簿 Ⅰ－6

出展：「エネルギー効率の国際比較（発電・鉄鋼・セメント部門）」2008RITE



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性 公開

8／35事業原簿 Ⅰ－7

＜鉄鋼業のCO2削減ポテンシャルに関する国際比較＞



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

公開

事業原簿 Ⅰ－10～26 9／35

国の施策等（本プロジェクトに係るもの）

●新・国家エネルギー戦略（2006年5月）
2030年のエネルギー需給見通しに基づき策定
省エネルギー目標として今後2030年までに少なくとも30％の効率改善を目指す。

●Cool Earth－エネルギー革新技術計画（2008年3月）
全世界の温室効果ガス排出量を現状に比べて2050年までに半減を目指す。
この実現に向けてCO2を大幅に削減を可能とする21技術を選定。

●エネルギーイノベーションプログラム基本計画（2009年4月）
超燃焼システム技術 ＜環境調和型製鉄プロセス技術開発＞

・高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭素
（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を行う。

・最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減することを
目指し、 ２０５０年までに実用化する。
・研究開発期間：２００８年度～２０１７年度

●エネルギー基本計画（2010年6月）
低炭素型成長を可能とするエネルギー需要構造の実現
産業部門の具体的取組として、本プロジェクトについて研究開発を推進し、2030年までの
実用化を図る記述あり。



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

公開

＜Cool Earth－エネルギー革新技術計画に掲げられた革新技術＞

10／35事業原簿 Ⅰ－12



公開
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１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）



公開１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

事業原簿 Ⅰ－23 12／35



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

公開

13／35事業原簿 Ⅰ－17



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

公開

14／35事業原簿 Ⅰ－17



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

公開
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＜技術戦略マップ2009/エネルギー分野＞
①「総合エネルギー効率の向上」

に寄与する技術の技術ロードマップ（1/13）
⑤「化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用」

に寄与する技術の技術ロードマップ（6/13）(13/13)

図中の で囲った項目がは本プロジェクトでの開発項目を示す。



コークス製造時に発生する高温の副生ガスに50％程度含まれる水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素
を用いて鉄鉱石を還元する技術を開発する。また、二酸化炭素濃度が高い高炉ガスから二酸化炭素を分離するた
め、製鉄所内の未利用低温排熱を利用した新たな二酸化炭素分離・回収技術を開発し、全体で製鉄所から発生す
る二酸化炭素の約３割削減を目指す。

事業概要

事業イメージ

環境調和型製鉄プロセス技術開発

公開
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回収技術



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性

事業原簿 Ⅰ－1

公開

鉄鋼業としての抜本的なCO2削減技術の開発は、

○ 社会的必要性：非常に大、国家的課題

○ 鉄鋼業の競争力強化に貢献

○ CO2分離回収はエネルギー増加を招くため、民間の

開発インセンティブが働きにくい

● 研究開発の難易度：非常に高

● 投資規模：非常に大＝開発リスク：非常に大

NEDOが関与する意義

民間の能力を活用してNEDOが資金負担を行うことにより
研究開発を推進すべき事業
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実施の効果 （費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性

事業原簿 Ⅰ－2

公開

費用の総額 PhaseⅠ  Step1（本事業） １００億円

（予定） PhaseⅠ  Step2                 １５０億円
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効果
CO2削減により地球温暖化防止に貢献

○CO2排出量の約30％を削減



１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性

公開

事業原簿 Ⅰ－2（参考） 19／35

（３）国内外の研究開発の動向



（３）国内外の研究開発の動向；事業目的の妥当性

１．事業の位置付け・必要性について
（１）NEDOの事業としての妥当性

事業原簿 Ⅰ－７（本図はⅣ － 3）

公開
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事業の目標（研究開発概要）

２．研究開発マネジメントについて
(1)研究開発目標の妥当性

事業原簿 Ⅱ－1

公開

①高炉からのCO2排出削減技術開発
コークス製造時に発生する高温の副生ガスを改質して水素を増幅し、その水素を
利用して鉄鉱石を還元する技術を開発する。

②高炉ガスからのCO2分離回収技術開発
高炉ガスからCO2を分離するために、新たな吸収液開発、物理吸着技術開発を
行い、併せて製鉄所内の未利用排熱を活用して、CO2分離のためのエネルギー
を削減する技術を開発する。

21／35

①高炉からのCO2排出削減技術開発（1-1 から 3）

②高炉ガスからのCO2分離回収技術開発（4-1-1 から 5-3）

高

炉

CO2分離・回収
高炉ｶﾞｽ

(BFG)
CO2貯留

(高炉ｶﾞｽ循環)

CO2

ｺｰｸｽ炉ｶﾞｽ改質
（水素増幅）

ｺｰｸｽ炉ｶﾞｽ
(COG)

顕熱

高

炉

水素 水素還元
コ
ー
ク
ス

炉

未利用顕熱・排熱

ＣＯ２回収目標

約10％

約20％

合計約30％



① 高炉からのCO2排出削減技術開発

・水素などによる鉄鉱石還元メカニズムと反応制御の基礎技術
を確立する。

・水素の増幅率を2倍とするコークス炉ガス(COG)改質技術を
確立する。

・水素還元高炉用の高強度･高反応性コークス製造技術の開
発については、高炉側からの要求仕様が現状未定であるた
め、中間評価を目途に目標を設定する。

② 高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収技術開発

・高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト2,000円/t- CO2
（「分離回収法開発ロードマップ（CCS2020）」に示された目標）
を可能とする技術の見通しを得る。

事業の目標（２０１２年度 具体的な最終目標）

２．研究開発マネジメントについて
(1)研究開発目標の妥当性

公開

22／35事業原簿 Ⅱ－2



①高炉からのCO2排出削減技術開発
サブテーマ1：CO2削減のための高炉でのコークス使用量削減を目的に水

素などを用いて鉄鉱石を還元する反応制御技術を開発する。
サブテーマ2：コークス炉の800℃の未利用排熱を利用し水素量を増幅する

コークス炉ガス(COG)改質技術を開発する。
サブテーマ3：水素還元用の高強度・高反応性コークス製造技術を開発する。

②高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収技術開発
サブテーマ4：高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収に係る吸収液や物理吸着

法の開発を行う。
サブテーマ5：製鉄所の未利用排熱活用拡大によるCO2分離回収エネルギー

削減(鉄鋼業のCO2削減)に寄与する技術開発を推進する。

・尚、フェーズⅡ、次ステップ開発を経て、総合的に約30%のCO2削減可能な技
術の確立を目指す。

事業の目標（研究開発実施項目）

２．研究開発マネジメントについて
(1)研究開発目標の妥当性

公開

23／35事業原簿 Ⅱ－4～8



研究開発目標と根拠
２．研究開発マネジメントについて
(1)研究開発目標の妥当性

公開
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テーマ 目標 根拠

サブテーマ１
鉄鉱石還元への
水素活用技術の
開発

水素を多量に含有する改質COGを高炉で利用した場合の、高炉内鉱石

還元挙動を明らかにするとともに、鉱石還元粉化検討、炉上部での熱補
償検討、高炉内に局所的な挙動の評価を行い、CO2排出量削減につい
て定量的な評価を行う。

本プロジェクトでのコアの技術であり、抜本
的な削減を目指す、世界に類を見ない新た
なアプローチである。

サブテーマ２
COGのドライ化・
増幅技術開発

平成20年度～21年度は、民間自主研究において、「触媒の更なる高性
能化・反応温度の低下」を指向した開発を実施した後、平成22年度より、
実COGを用いた200 Nｍ3/hr規模の試験設備で水素増幅特性確認と、
耐久性の評価を実施する 。

長期連続運転を可能とする圧損抑制のため
の触媒形状と触媒槽プロセス設計も含めて
、本プロジェクトの根幹である改質ガス供給
課題である。

サブテーマ３
水素活用鉄鉱石
還元用コークス製
造技術開発

水素を活用した鉄鉱石還元で想定される高炉内の環境（ガス

組成や温度分布）において、求められるコークスの特性を明ら

かにし、これを満足するコークスの製造技術を開発する。

従来の還元材のコークス投入量を減らし、
CO2発生量を低減する ため、必須なコーク
ス製造は重要な課題。

サブテーマ４
CO2分離・回収
技術の開発

パイロット規模の化学吸収試験設備や数種類の高性能吸収液等を用い
て、BFGから二酸化炭素を分離回収する試験を実施、定量的なエンジ･

データを収集し、製鉄プロセスに及ぼす影響を実証的に評価すると共に
製鉄プロセスとの統合モデルを検討、全体システム評価・検討の中で実
用化時の二酸化炭素削減ポテンシャルや分離回収コスト低減効果を評
価する。

投入エネルギーの削減とコストダウンを実
現が最重要課題であり、物理吸着を含めた
総合化によるシステム化が必須であるため
。

サブテーマ５
未利用顕熱回収
技術の開発

選定した未利用顕熱・排熱活用技術の性能検証試験を完了し、BFG（高
炉ガス）からのCO2分離回収量増加への寄与を評価。パイロット規模で、
回収ガス温度が140℃以上、熱回収効率が30％以上（パイロット設備へ
の供給前のスラグ熱容量が基準）となる顕熱回収条件を確認する。

ＳＧ４との組み合わせて検討を進めないと本
来のＣＯ２削減とならないため重要な課題。

サブテーマ６
製鉄ﾌﾟﾛｾｽ全体
の評価

約30％CO2削減に各要素技術の開発目標（マイルストーン）との整
合性をとり、全体調整やマネジメントを実施。

他分野に関わる課題が多いため、全体調整
必須となるため。

事業原簿 Ⅱ－3



研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメントについて
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

事業原簿 Ⅱ－10

公開
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NEDO

プロジェクトリーダー（PL）新日本製鐵 三輪執行役員

企画・運営会議

COURSE50委員会（日本鉄鋼連盟内）
委員長 ：新日本製鐵 黒木副社長
副委員長：JFEスチール 西崎常務執行役員

アドバイザー：茅陽一 東京大学名誉教授

全体プロセス評価・検討WG
サブテーマ６

サブテーマ1
鉄鉱石還元への
水素活用技術の
開発

サブテーマ2
COG の ド ラ イ
化・増幅技術開
発

サブテーマ3
水素活用鉄鉱石
還元用コークス
製造技術開発

サブテーマ4
CO2分離・回収
技術の開発

サブテーマ5
未利用顕熱回収
技術の開発

アドバイザリーボード

日本鉄鋼連盟

知財会議

NEDO委託事業対象

実施者（委託先）
新日本製鐵(株)
ＪＦＥスチール(株)
住友金属工業(株)
(株)神戸製鋼所
日新製鋼(株)
新日鉄エンジニアリング(株)



研究開発の実施体制

委託先及び再委託先/共同実施先

２．研究開発マネジメントについて
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

事業原簿 Ⅱ－10

公開
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新日本製鐵(株)

JFEスチール(株)

住友金属工業(株)

(株)神戸製鋼所

日新製鋼(株)

新日鉄エンジニアリング(株)

JFE技研(株)

住友精化(株)

富士石油(株)

名古屋大学

大阪大学

東北大学

東京大学

北海道大学

京都大学

東京工業大学

(財)地球環境産業技術研究機構

(独)産業技術総合研究所

日揮(株)

三機工業(株)

NEDO

委託

再委託

共同実施



情勢 対応

世の中動向を広く情報収集をすべく、専門の機関による
ご意見を伺う場として、アドバイザリーボードの設置
（H21年度下期から）。

アドバイザリーボードに関しては、東北大/三浦教授、
北海道大/秋山教授、東北大/長坂教授、群馬大/宝田
教授、九州大/清水教授の5名に就任をお願いし、3月9
日に実施。今後も年2回程度のペースで継続実施の予
定である。

本プロジェクトは課題が非常に多岐に渡っているので、
常にテーマ全体を見直しつつ、テーマそれぞれに、加速
化これらの課題認識をベースとして、COURSE50委員
会では、提言を行い、了承して、テーマの選択と集中を
実施

H22年度以降は以下のように推進することとした。
①水素還元関係 →本プロジェクトでの大事なコア部
分であり、可能な限り前倒しで推進する。
②化学吸収・物理吸着 →ベンチプラント等の建設を
通して、スケジュール通り進める。
③排熱回収や高性能コークス製造 →多少時間を掛
けても確実に実施できるように、原理原則部分をしっ
かりと解明していく

必要に応じての体制の変化検討と研究テーマの選択と
集中

新たな体制で臨むべく、その体制等は常に見直せるよ
うにしており、適材適所の配置になるように工夫をして
いる。特に大学等の保有する高いレベルでの知見を有
効活用すべく、委託研究先を増やして、漏れがなく最
適な産官学体制になるように工夫をしている。開発期
間の途中での第三者との共同実施も研究開発体制の
変更で対応可能であるとのことから、適時最適な体制
になるように検討を進めている。

情勢変化等への対応

２．研究開発マネジメントについて
(４)情勢変化等への対応等

事業原簿 Ⅱ－15

公開
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加速財源投入実績 (2008、09年度)

２．研究開発マネジメントについて
(４)情勢変化等への対応等

事業原簿 Ⅱ－16

公開
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補正予算は、以下のような考えで、適時投入。
①水素還元関係→本プロジェクトでの大事なコア部分であり、可能な限り前倒しで推進する。
②化学吸収・物理吸着→ベンチプラント等の建設を通して、スケジュール通り進める。
③排熱回収や高性能コークス製造→多少時間を掛けても確実に実施できるように、原理原則部
分をしっかりと解明していく。



２．研究開発マネジメントについて
(４)情勢変化等への対応等

事業原簿 Ⅱ－12

公開

・サブテーマ６による「アドバイザリーボード（年2回)」開催

外部有識者の意見を運営管理に反映

秋山 友宏 北海道大学エネルギー変換マテリアル研究センター 教授

清水 正賢 九州大学大学院工学研究院 教授
宝田 恭之 群馬大学大学院工学研究科 教授
長坂 徹也 東北大学大学院環境科学研究科 教授
○三浦 隆利 東北大学大学院工学研究科 教授（○：委員長）
以下を反映
１）今回のシステム設計と各グループの連携が重要であり、マネジメントが重要
２）国内外への発信が大事、ＨＰ整備や積極的な学会発表が重要
３）試験高炉実験を計画してほしい 等々

・その他、以下の委員会を開催

「サブテーマフォロー会議(年１２回)」 研究内容の進捗状況確認と今後の方針を協議

「全体システム評価・検討ＷＧ会議（年８回）」 技術全体のシステム化と実用化検討を協議

「企画・運営会議（年４回）」 運営全体の進め方等を協議

「知財会議(随時)」 出願方法の検討等

「COURSE50委員会(年２回)」 全体の進捗確認と大きな判断等

29／35



テーマ 主な進捗と成果 ◎：スケジュール以上に加速進捗または加達成 ○：順調進捗 評価

サブテーマ１
鉄鉱石還元へ
の水素活用技
術の開発

炉内ガス中H2の増加にもかかわらず、試験範囲においては、シャフト部温度低下や還元遅延

等の懸念現象は見られていない。水素吹込みによる鉱石還元率の予想以上の向上が得られ、
インプットカーボン 10%削減の可能性をラボﾍﾞｰｽで確認した。羽口+ｼｬﾌﾄで)。

◎

サブテーマ２
COGのドライ化
・増幅技術開発

H22fyから研究に着手。ベンチプラント試験設備の現場設置方法を決定した。その他、プロセス

検討、機械要素技術開発、ベンチプラント試験設備設計、土建・電気工事、官庁申請書類作成
について取り組みを開始した。

○

サブテーマ３
水素活用鉄鉱石還
元用コークス製造
技術開発

「コークス強度到達目標の達成」に対しては、高性能粘結材の添加と配合炭嵩密度の調整で目
標DI(150/15)=88に到達した。「作用機構の解明」については、コークス強度向上がHPC（乾留
時に良好な軟化溶融性を示す）による配合炭の流動促進効果に起因することを明らかにした。

◎

サブテーマ４
CO2分離・回収
技術の開発

CAT30による評価結果と合わせてスケールアップ則に乗っていることを確証。「CAT30での製

鉄プロセスへの影響評価」は、速報ベースだが、世界最小水準の熱消費量値を試験結果として
得た。物理吸着では「ガス分離性能の検証」、「ベンチ装置での運転研究」、「実機プロセスの検
討」の３分野の研究開発を有機的に連携しながら実施。技術調査を主体としたCO2分離回収
技術の低コスト化の検討と、モデル製鉄所におけるコスト評価も実施。

◎

サブテーマ５
未利用顕熱回
収技術の開発

モデル製鉄所排熱状況の整理と排熱回収技術シーズ調査完了し、CO2分離回収可能量・コス

トの検討を実施し、ケミカルヒートポンプ技術及び、相変化物質による蓄熱・熱輸送技術を新た
な開発課題として選定。実機の製鋼スラグを40kg 溶解できるプラズマ溶解炉、単ロール成形

ラボ装置を製作し、目標とする製鋼スラグ顕熱回収の可能性を確認した。 スラグ顕熱回収ベ
ンチ試験装置設計完了し、製作中。カリーナ発電システムの実機データを採取することにより、
熱効率改善と低コスト化の可能性を明らかにした。

○

サブテーマ６
製鉄ﾌﾟﾛｾｽ全体
の評価・検討

約30％CO2削減に各要素技術の開発目標（マイルストーン）との整合性をとり、全体調整やマネ
ジメントを実施。製鉄所全体についての総合的エネルギーバランス評価のためにツールを作成
。世の中への積極的な宣伝を狙ってHPの作成・整理等も実施。

○

３．研究開発成果について
(１)（中間）目標の達成度

プロジェクト（事業）の目標（目的）、及びプロ
ジェクトとしての達成状況
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３．研究開発成果について (１)（中間）目標の達成度

プロジェクト（事業）の目標（目的）、及
びプロジェクトとしての達成状況

最終目標

（H24年度）

中間目標

（H22年度）

サブテーマ 達成
状況

①高炉からのCO2排出削減技術開発

最終目標を
達成するた
めの主要構
成技術の目
途を得る

・水素などによる鉄鉱石還元メカニズムと反応
制御の基礎技術を確立する。

１．鉄鉱石還元への
水素活用技術の開
発

◎

・水素の増幅率を2倍とするコークス炉ガス
(COG)改質技術を確立する。

２．COGのドライ化・
増幅技術開発

○

・水素還元高炉用の高強度･高反応性コーク
ス製造技術の開発については、高炉側からの
要求仕様が現状未定であるため、中間評価を
目途に目標を設定する。

３．水素活用鉄鉱石
還元用コークス製造
技術開発

◎

② 高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収技術開発

・高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト
2,000円/t- CO2（「分離回収法開発ロードマッ
プ（CCS2020）」に示された目標）を可能とする
技術の見通しを得る。

４．CO2分離・回収
技術の開発

◎

５．未利用顕熱回収
技術の開発

○

６．製鉄ﾌﾟﾛｾｽ全体
の評価・検討

○

◎：スケジュール以上に加速進捗または加達成 ○：順調進捗 31／35事業原簿 Ⅲ－3



（３）知的財産権、成果の普及

３．研究開発成果について
(３)知財と標準化 及び （４）成果の普及

事業原簿 Ⅲ－3

公開

H20 H21 H22 H23 H24 計

特許出願（成立特許） 1 10 1) 11件

論文（査読付き） 1 1件

研究発表・講演 1 23 18 2) 42件

受賞実績 0件

新聞・雑誌等への掲載 4 14 1 19件

展示会への出展 0件

※ ： 平成22年7月30日現在

32／35

注1：H22特許出願はこの他に3件準備中
注２：H22研究発表は2010秋学会発表予定10件を含む



３．研究開発成果について
（５）成果の最終目標の達成可能性

事業原簿 Ⅲ－2

公開
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テーマ 最終目標 達成見通し

サブテーマ１
鉄鉱石還元への水
素活用技術の開発

改質COGの適正吹込み位置、方法の明確化、および改質COG中H2還

元過程で生成する鉱石中微細気孔の生成とそれによる反応効率改善
効果を確認する。改質COG 200 m3N/t-pig（COG 100 m3N/t-pig）の
高炉への利用条件を明確化する。

ラボレベルでは確実に最終目標を達成でき
る。同時に、小スケールでの試験設備での
実証も視野に入れて今後取り組む予定。

サブテーマ２
COGのドライ化・
増幅技術開発

ベンチプラントレベル試験運転を行い、実COGを触媒改質することによ

る水素増幅率向上の検証とコークス炉操業のサイクルに合わせて触媒
特性を長時間維持できるか見極める。

長時間試験のための設備工事等に時間を
要する可能性が高いが、最終年度には一定
の長時間テストが可能で、最終目標に到達
できる予定。

サブテーマ３
水素活用鉄鉱石還
元用コークス製造
技術開発

高強度高反応性コークス製造技術を開発する。

・開発目標：コークス強度［ドラム強度］ DI≧88
・想定される改質COG下におけるコークス熱間物性を評価する。

早期の段階で最終目標に到達できる予定で
、開発を早期終了することを狙う。

サブテーマ４
CO2分離・回収技
術の開発

吸収液特性（反応熱、吸収量等）のラボ測定値を基に平衡モデルにより
算出したCO2分離回収エネルギーが2.0 GJ/t-CO2 以下とする。ベンチ
試験装置において、可燃ガス(CO+H2)の回収率≧90％を満足する
CO2回収率≧80％または回収CO2濃度≧90％のガス分離性能を検証
する。

化学吸収及び物理吸収の個別課題はそれ
ぞれ最終目標を達成できる予定。最終的な
総合システム化に向けて、研究に重点を置
き、推進する予定。

サブテーマ５
未利用顕熱回収技
術の開発

選定した未利用顕熱・排熱活用技術の性能検証試験により、BFGから
のCO2分離回収量増加への寄与を評価する。ベンチ規模で回収ガス温
度が140℃以上、熱回収効率が30%以上となる顕熱回収条件を明確化
する。低位熱発電システムの排熱有効利用率30％を可能とする技術を
明確化する。

個別課題はそれぞれの最終目標を達成で
きる見通しである。

サブテーマ６
製鉄ﾌﾟﾛｾｽ全体の
評価

全体最適化を推進し、最終的に製鉄所における現状の全排出レベルに
比較して約30％のCO2削減を可能にする技術の確立に資する。

早期終了課題と加速化すべき課題を抽出し
て、総合的に最終目標にすべての課題が到
達し、プロジェクト最終目標が実現できるよ
うに努力する。



2000 2002    2004    2006    2008    2010    2012    2015          2020        2030       2050          2100(H12)    (H14)     (H16)     (H18)    (H20)    (H22)     (H24)    (H27)       

水
素
還
元

炭
酸
ガ
ス
分
離
回
収

Post-COURSE50

グリーン電力・グリーン水素製造技術の開発

CO2貯留・モニタリング開発

COCSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-2008)

JHFCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-)

COG増幅ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2003-2006)

水素による石炭
の一部代替化

・還元基礎検討
・吹込方法の明確化
・ベンチ試験での

水素増幅

BFGからの
CO2分離回収

・ﾌﾟﾛｾｽ評価ﾌﾟﾗﾝﾄ
での評価

・低温排熱回収に
よる総合評価

水素製鉄

国際連携

基盤技術整備
インフラ確立

COURSE50 ：PhaseⅠ
（Step1）

実用化
導入・
普及

実用化
導入・
普及

PhaseⅠ
（Step2）

PhaseⅡ

実用化スケジュール

ミニ
試験
高炉
部分
確性

試験高炉
確性
+
実炉部分
確性

分離
回収
設備
とミニ
試験
高炉
との
ﾏｯﾁﾝｸﾞ
開発

数百t/D
設備と
試験高炉
との
一貫操業
開発

ULCOSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ (2004-)

2030年頃
1号機を
実機化する。

(前提条件)
○CO2貯留技術

確立
○経済合理性

成立
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４．実用化の見通しについて
（１）成果の実用化可能性

事業原簿 Ⅳ－3

公開
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＜実機化に向けての考え方＞
平成20年7月に始動した本技術開発の内容は、大きく二つある。

一つ目の水素還元については、初年度は実験室規模の設備を用い、水素の還元材と
しての効果を概ね確認したところである。

二つ目の「高炉ガスからのＣＯ２分離・回収」については複数のCO2分離技術を視野に

入れているが、例えば化学吸収法については、吸収液の特性改善をラボレベルで行い
つつ、君津製鉄所における30t/Dのプロセス評価プラントの建設を並行させており、平成
21年度末より試験開始している。

今後の見通しであるが、2013年以降の５年間で、規模を大きくした開発を行い、2018
年からの10年間で実証規模の試験を行うことで、2030年から、順次の実機移行を考え
ている。

2008年～2012年 2013年～2017年 2018年～2028年

Phase Ⅰ(step1) Phase Ⅰ(step2) Phase Ⅱ
＜実機化の見通しと条件＞
①2030年までに技術を確立する。
②実用化時期は2030年（実機化1号機は2030年）。
③ 本技術開発はCO2分離回収までとしており、CO2貯留については他プロジェクト
の成果を活用する。
④実機化に際し経済合理性を有することが必要。
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